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令和６年度 札幌市街路灯修繕業務 仕様書 

Ⅰ 総則 
Ⅰ-１ 適用範囲 

本仕様書は、札幌市各区土木部が施行する街路灯修繕業務に適用する。 

Ⅰ-２ 用語の定義 

この仕様書において、次に掲げる用語は、それぞれの定義による。 

(1) 業務員とは、業務担当職員及び副担当職員である本市の職員をいい、委託事項に関する連絡及びその調

整に従事する。 

(2) 修繕等とは、街路灯の不点灯の修理や増設、危険灯具の撤去などについて、部品の修繕、交換、機器の

交換、撤去、廃棄などを行うことをいう。 

(3) 指示とは、業務員が受託者に対し施工箇所、期間、工法等を示し業務を実施させることをいう。 

(4) 業務員の承諾とは、受託者が業務員に報告し、業務員が事前に了解することをいう。 

(5) 受託者の承諾とは、業務員からの業務指示に対して、受託者が了解することをいう。 

(6) 完了とは、契約期間中に定める期間内の業務全てを終了することをいう。 

(7) 履行検査とは、完了した業務の履行確認の検査をいう。 

(8) 段階検査とは、業務の途中段階において行う履行確認の検査をいう。 

(9) 協議とは、委託者と受託者が対等の立場で合議することをいう。 

Ⅰ-３ 業務の仕様 

本仕様書及び特記仕様書に記載されていない事項は、以下による。 

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部）令和５年版 

・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）令和５年版 

・電気通信設備工事共通仕様書（国土交通省大臣官房技術調査課電気通信室）令和５年版 

・電気設備工事仕様書（札幌市都市局建築部） 

・土木工事共通仕様書（札幌市財政局工事管理室） 

・道路照明施設設置基準・同解説（社団法人日本道路協会） 

Ⅱ 業務の着手 
Ⅱ-１ 業務着手届 

受託者は、契約書に示す日に業務に着手し、業務着手届（現場代理人及び主任技術者指定通知書、技術者

経歴書を添付）（様式１、２、３）を提出し、業務員の承諾を得なければならない。 

Ⅱ-２ 施工計画書 

(1) 受託者は、あらかじめ業務実施に必要な施工計画書を作成し、着手日に業務員に提出しなければならな

い。ただし、短期又は簡易、緊急の業務等で業務員の承諾を得た場合は、省略することができる。 

(2) 施工計画書の内容に変更が生じた場合は、その都度、修正のうえ業務員に提出して承諾を得なければな

らない。 

(3) 施工計画書に記載すべき事項は以下のとおりとする。 

・業務の実施体制(人員配置等) 

・使用資機材 

・業務員からの業務指示の連絡先 

・道路使用許可証の写し 

・支給材の保管場所、施錠の有無の分かる資料 

・その他 

Ⅲ 業務の実施 
Ⅲ-１ 用地の使用等 

(1) 受託者が、業務実施のために直接必要な公共用地を使用する場合は、あらかじめ所定の手続きをとるも

のとする。 

(2) 受託者が、業務実施に必要な私用地を借用し、また買収したときは、その土地の使用により生じた苦情

及び紛争は責任をもって解決しなければならない。 
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Ⅲ-２ 支給品 

(1) 発注者は材料支給通知書(様式４)により材料支給を行うこと。また受託者は、受領書を発注者に提出

し、支給材料について支給材料使用簿（様式５）を備え、常にその残数量を明らかにしておかなければな

らない。 

(2) 支給材料の保管については、紛失、盗難の無いように施錠が出来るとともに、風雨のあたらない場所で

保管すること。 

(3) 受託者は、業務完了時に支給材料の精算を行い、支給材料返納届（様式６）を速やかに業務員に提出し

なければならない。 

Ⅲ-３ 現場発生材 

(1) 産業廃棄物 

発生材は本市が「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき許可した処理施設へ適切に処分するこ

と。また、処理施設については原則として札幌市内の処理施設とし、受入条件等を確認のうえ、事前に業

務員と協議すること。なお、アスファルトコンクリート塊は下記の処理施設へ搬出することとし、提出先

の指定の無きものは「札幌市産業廃棄物処分業許可業者名簿」（環境局HP参照）を参照し、適切に処理、

処分すること。下表は当該名簿から主な施設（業者）を参考記載している。 

また、本業務で発生した産業廃棄物は受託者が事業者（排出者）として「廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律」に基づき適正に処理するとともに、Ｅ（最終処分終了）票の写しを履行期間内に提出すること。 

なお、Ｅ票の提出が遅れる場合は、Ｄ（処分終了）票の写しを提出し、最終処分終了後、速やかにＥ票

の写しを提出すること。 

・アスファルトコンクリート塊は、下記の再生処理施設のいずれかへ搬入すること。 

搬入再生施設名 

及び所在地  

東亜道路工業(株) 東）東雁来5条1丁目1-75 

世紀東急工業(株) 西）発寒10条14丁目1068-3 

道路工業(株) 豊）西岡521 

札幌中央アスコン 西）福井495番1号 

受入条件等 受け入れ時間、受け入れ量等については各施設へ事前に確認すること。

・コンクリート塊は、下記の処理施設で処分すること。 

処理施設名 処理施設の所在地 

札幌リサイクル骨材(株) 東）中沼町45-26 

小橋北豊(株) 南）川沿18条1丁目3番 

札幌環境資材センター 手）曙5条5丁目110-18 

（株）松原産業 白）川下2111-3 

野田工業（株） 中）盤渓365 

・金属くず（照明器具、安定器等）は、下記の処理施設で処分すること。 

処理施設名 処理施設の所在地 

（株）鈴木商会 西）発寒15条13丁目3-45、東）東雁来町262番地 

・廃蛍光管類は、 下記の処理施設で処分すること 

処理施設名 処理施設の所在地 受入条件等 

（株）公清企業 東）中沼町45-23 ・割らない状態で排出 

札幌第一清掃（株） 西）発寒13条12丁目1-1 

北清企業（株） 東）北丘珠3条4丁目659-22 

・木くずは、下記の処理施設で処分すること。 

処理施設名 処理施設の所在地 

札幌市ごみ資源化工場 北）篠路福移153 

発寒清掃工場・破砕工場 西）発寒15条14丁目2-30 

駒岡清掃工場・破砕工場 南）真駒内602-30 

白石清掃工場 白）東米里2170-1 

篠路破砕工場 北）篠路福移153 
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(2) 産業廃棄物運搬車両表示 

産業廃棄物を自己運搬する際に使用する車両には「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第６条」

により定められた表示を行うとともに、その運搬車に必要な書面を備え付けること。（同法施行規則第７

条の２第３項及び第７条の２の２） 

(3) 有価金属 

有価金属は、現場発生材料等引渡届（様式７）を作成し、業務員が指定する保管場所に運搬すること。 

Ⅲ-４ 業務指示

(1) 受託者は、街路灯の不点灯による修繕を業務員に修繕発注書（様式12）にて指示され、承諾した場合

は、指示された日から起算して３営業日以内に修繕等を行わなければならない。しかし、灯具の器種決定

や支給等など受託者に起因しない不測の事態があった場合はその限りではない。その際には、業務員に報

告、指示を仰ぐこと。 

(2) 業務完了に重大な影響を及ぼすと予想される工程の遅れを生じた場合は、直ちに工程の遅れを回復する

具体的処置を定め、業務員に報告しなければならない。 

(3) 受託者は、夜間・休日時の交通事故等による緊急対応の必要が生じた際は、業務員と協議し、指示を受

けた上で、異常事態を迅速に確認し、ただちに危険回避措置を施すなどの対応を行うこと。 

  このため、受託者は日頃から緊急対応のできる体制を整えておかなければならない。 

Ⅲ-５ 安全管理 

(1) 受託者は、土木工事安全施工技術指針を参考に、常に業務の安全に留意して現場管理を行い災害の防止

に努めるとともに、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針を参考にして、業務に伴う騒音振動の発生をで

きるだけ防止し生活環境の保全に努めなければならない。 

(2) 受託者は、業務現場が隣接し又は同一場所において他工事等がある場合は、常に相互協調し施工しなけ

ればならない。 

(3) 受託者は、業務の実施において、交通の妨害となるような行為又は公衆に迷惑を及ぼすなどの施工をし

てはならない。 

(4) 受託者は、業務名標示板、道路標識、防護施設等を設置するものとし、実状に応じて交通整理員を適時

配置し交通安全管理を行うこと。 

(5) 豪雨、出水その他の天災に対しては、平素から気象予報などについて十分な注意を払い、常にこれらに

対処できる準備をしておかなければならない。 

(6) 業務中、必要な保安措置は関係法令に従って行わなければならない。 

(7) 受託者は、業務の実施中に発生した事故は、すみやかに業務員に報告しなければならない。 

Ⅲ-６ 諸法令の準拠 

(1) 受託者は、業務の実施にあたり建設業法、労働基準法、職業安定法、労働安全衛生法、労働災害保証保

険法、公害対策基本法、道路交通法等の諸法令に準拠し、業務の円滑な進捗を図るとともに諸法令の運営

適用は、受託者の負担と責任において行わなければならない。 

(2) 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって個人情報を取扱う事となった際には、別記「個人

情報の取扱いに関する特記事項（工事・当初から個人情報の取扱いを委託しない設計等・道路維持除雪

用）」を守らなければならない。 

Ⅲ-７ 官公庁等の手続 

(1) 一定期間、交通規制を必要とする場合は、その方法について業務員及び関係官庁と協議し、実施及び解

除時期等について承認を得なければならない。 

(2) その他業務実施のため、必要な関係官公庁その他に対する諸手続は、受託者において迅速に処理しなけ

ればならない。 

(3) 関係官公庁その他に対して交渉を要するとき又は交渉を受けたときは、速やかにその旨を業務員に申し

出て協議するものとする。 

Ⅲ-８ 休日又は夜間における業務 

休日又は夜間に業務実施を必要とする場合は、あらかじめ業務員の了解を得なければならない。 

Ⅲ-９ 段階検査 

(1) 特記仕様書あるいは、あらかじめ業務員が指示した箇所、段階がある場合は、業務員の検査を受けなけ

ればならない。 

(2) 主要な施工段階の区切り、業務完了後に手直し又は検査を行うことが困難な箇所については、業務員の

検査を受けた後でなければ次の作業に着手してはならない。 
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Ⅲ-10 施工時の留意事項 

(1) ランプ取替・不点灯調査等の際は、グローブの清掃も併せて行うこと。 

(2) 自動点滅器を交換した場合は点灯試験を行うこと。 

(3) 高所作業車使用の際は安全帯を装着し、高所からの転落防止措置を確実に行うこと。また安全靴・安全

ヘルメット・手袋ほか保護具を着用して作業の安全に留意すること。 

(4) 歩行者、他の車両の通行に障害がないように業務を行うこと。 

(5) 道路使用許可申請書を提出すること。 

Ⅲ-11 交換機器等の性能 

(1) ランプは照明器具に適合した種類、大きさ(ワット)で、長寿命高効率なものでなければならない。 

(2) 安定器はランプの種類、大きさ(ワット)、電源電圧、周波数に適合し、高力率型のものを設置すること。

(3) グローブは、照明器具に適合した種類、大きさでなければならない。 

Ⅲ-12 施工管理 

業務の施工日には、業務日誌（様式８）に業務の概要を記入し、修繕等の写真を添付して逐次業務員に提

出すること。 

(1) 品質管理 

新しい灯具を設置する際は事前に機器本体の絶縁抵抗を計測し、業務日誌にその計測値、基準に対する

良、不良の別を記載すること。 

(2) 出来形管理 

・写真管理 

街路灯番号、修繕等の前後(不点灯に係る修繕については修繕後の点灯状況)について日付の分かる写真

を全修繕等について撮影すること。 

・市設街路灯修繕業務内容報告書による業務管理 

市設街路灯修繕業務内容報告書（様式９）に指示日、修繕日、街路灯番号、住所、街路灯の形式、作業

内容（単価番号）、数量、単価、金額等を記載し、業務の実施管理を行うこと。 

Ⅲ-13 １ヶ月間の業務報告 

受託者は、毎月１日から月末までの１ヶ月間の修繕等について、各月末後に速やかに市設街路灯修繕業務

内容報告書（様式９）、業務日誌（様式８）、支給材料使用簿（様式５）、現場発生材を処分した場合はその

伝票等を業務員に提出すること。なお、提出済みの業務日誌（様式８）について、再度提出するかは、業務

員の指示に従うこと。 

Ⅳ 完了・検査 
Ⅳ-１ 完了届 

(1) 受託者は、契約期間中に次項に定める期間の補修等の業務が完了したときは速やかに完了届（様式

11）（業務実施数量集計表（様式10）を添付）に対象期間の業務報告等の書類を添付して業務員に提出し

なければならない。なお、完了届の提出にあたっては、対象期間のⅢ‐13による業務報告が行われてい

なければならない。 

(2) 契約期間中に定める補修等の期間は４月１日から５月末日、６月１日から７月末日、８月１日から９月

末日、10月１日から11月末日、12月１日から翌年１月末日、２月１日から３月末日の６つの期間とする。

Ⅳ-２ 検査 

(1) 完了届の提出から契約書に定める検査期間内に対象期間の業務報告等の書類を用いて検査を実施するも

のとする。また、検査にあたっては、現場代理人又は主任技術者がこれに立会わなければならない。 

(2) 受託者は、検査員の求めに応じ検査のために必要な書類等の提出と、その他必要な処置をとらなければ

ならない。 

積算に使用している追加単価等について 
 本工事に係る工事費の積算にあたり、積算に使用された追加単価（札幌市で公表されている資材単価と月刊

の「建設物価」（財団法人建設物価調査会発刊）及び「積算資料」（財団法人経済調査会発刊）に掲載されてい

る単価以外）については、次のとおり閲覧できます。 

 ○公表の方法 

  １．公表場所：札幌市各区土木センター 

  ２．公表方法：各区土木センターにて公表方法が異なりますので、担当までお問い合わせください。 

 （注意事項） 

     使用した単価は予定価格算出上のものであり、特定の製品を指定したものではありません。 
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街路灯修繕業務（様式１） 

部長 課長 係長 

業 務 着 手 届 

令和  年  月  日 

札幌市長 秋 元 克 広 様 

住    所 

受託者 商号又は名称 

代 表 者 氏名             

業務名  ●●区▲▲地区市設街路灯修繕業務 

上記業務は、令和  年  月  日着手したのでお届けします。 

上記業務着手を認める。 

業務担当職員 ○○職員          

※１ 提出期限 着手日と同日 

※２ 現場代理人及び主任技術者指定通知書、技術者経歴書を添付し、各頁間に使用印で割印すること。 
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街路灯修繕業務（様式２） 

現場代理人及び主任技術者指定通知書 

令和  年  月  日 

札幌市長 秋 元 克 広 様 

住    所 

受託者 商号又は名称 

代表者氏名             

業 務 名 

●●区▲▲地区市設街路灯修繕業務 

上記業務に係わる現場代理人及び主任技術者を次のとおり定めたので、別紙技術者経歴

書を添えて通知します。 

区 分 氏  名 備    考 

現場代理人   

主任技術者   

上記配置技術者を妥当と認める。 

業務担当職員 ○○職員          

※１ 「区分」には、現場代理人、主任技術者の種別を記載すること（技術者の配置は建設業法第２６条に基

づき適正に行うこと）。 

※２ 現場代理人、主任技術者は兼務することができる。 

※３ 技術者と受託人との直接的かつ恒常的な雇用関係を確認できる書類（健康保険証の写し等）を添付する

こと。 
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街路灯修繕業務（様式３） 

技 術 者 経 歴 書 

現 場 代 理 人 
主 任 技 術 者 

現 住 所  

氏 名  生年月日 年  月  日 

最 終 学 歴 

卒業年月 学校名 専攻科 

年月 

職 歴 

年月 
入社 

年月 
入社 

技 術 資 格 

年月 
取得№ 

年月 
取得№ 

主要工事（業務）経

業務名 受託金額（千円） 工期 

直
前
１
年
分

年月 

年月 

年月 

年月 

直
前
２
年
分

年月 

年月 

年月 

年月 

上記のとおり相違ありません。 

令和  年  月  日            氏名           

※１ 現場代理人、主任技術者については、該当するものを○で囲むこと。 

※２ 最終学歴は、小学校、中学校、高等学校、短期大学、大学又は高等専門学校のいずれかを記入し、専修

学校、各種学校等は記入しないこと。 
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街路灯修繕業務（様式４） 

支給番号  号 

令和  年  月  日 

材 料 支 給 通 知 書 

           様 

札幌市長 秋 元 克 広 

(○区土木部維持管理課) 

下記により、材料を支給しますので、札幌市街路灯修繕業務仕様書に基づき保管、管理

を行ってください。 

記 

支給対象業務名 ●●区▲▲地区市設街路灯修繕業務 

支 給 予 定 日 令和  年  月  日 

名称 型番 数量 支給場所 

材 料 支 給 受 領 書 

令和  年  月  日 

札幌市長 秋 元 克 広 様 

住    所 

受託者 商号又は名称 

代表者氏名             

令和  年  月  日付支給番号  号により支給のありました材料について令和  

年  月  日に受領いたしました。 
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街路灯修繕業務（様式５） 

支 給 材 料 使 用 簿 
業務名 ●●区▲▲地区市設街路灯修繕業務 受託者  

連番 支給日 名称 型番 使用日 備考 

1 . .     

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

16      

17      

18      

19      

20      

21      

22      

23      

24      

25      

26      

27      

28      

29      

30      

※ 支給材料１つずつに連番を付して管理すること。 
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街路灯修繕業務（様式６） 

支 給 材 料 返 納 届 

令和  年  月  日 

札幌市長 秋 元 克 広 様 

住    所 

受託者 商号又は名称 

代表者氏名             

●●区▲▲地区市設街路灯修繕業務に係り支給を受けていた材料について、その使用に

ついて清算した結果、下記の材料が未使用となりましたので返納いたします。 

記 

 名称 型番 数量 備    考  

令和  年  月  日に、上記支給材料の返納

を確認した。 

業務担当職員 ○○職員          

部長 課長 係長 
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街路灯修繕業務（様式７） 

現 場 発 生 材 料 等 引 渡 届 

令和  年  月  日 

札幌市長 秋 元 克 広 様 

住    所 

受託者 商号又は名称 

代表者氏名             

○区○○地区市設街路灯修繕業務により現場で発生した下記の材料、産業廃棄物等につ

いて引渡いたします。 

記 

引渡予定日 令和  年  月  日 

 名称 型番・寸法等 数量 引渡場所  

令和  年  月  日に、上記現場発生材料等

の引渡しを確認した。 

業務担当職員 ○○職員          

部長 課長 係長 
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街路灯修繕業務（様式８） 

業 務 日 誌 

作業日 月 日 天候  始業   時  分 終業   時  分 

作 業 内 容  

住      所  街路灯番号 № 

業務員からの指示 無・有（                        ） 

業 務 写 真 

絶 縁 抵 抗 計測値 ＭΩ 良・不良 備考  

※ 新しい灯具を設置する際は、事前に機器本体の絶縁抵抗を計測すること。 

施工前 

施工後 

その他 
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（様式１０）

●●区▲▲地区市設街路灯修繕業務 No.1

単価No. 名　　　　称 型　　　　式 単　位 単　価 4・5月 6・7月 8・9月 10・11月 12・1月 2・3月 金　額 適　用

1 高圧ﾅﾄﾘｳﾑﾗﾝﾌﾟ取替 NH　７０W 箇所 0

2 高圧ﾅﾄﾘｳﾑﾗﾝﾌﾟ取替 NH　１１０W　（長寿命型） 箇所 0

3 高圧ﾅﾄﾘｳﾑﾗﾝﾌﾟ取替 NH　１８０W　（長寿命型） 箇所 0

4 高圧ﾅﾄﾘｳﾑﾗﾝﾌﾟ取替 NH　２２０W　（長寿命型） 箇所 0

5 ｾﾗﾐｯｸﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ取替 CMＦ １１０Ｗ 箇所 0

6 ｾﾗﾐｯｸﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ取替 CMF １５０Ｗ 箇所 0

7 ｾﾗﾐｯｸﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ取替 CMF １８０・１９０Ｗ 箇所 0

8 安定器取替（高圧ﾅﾄﾘｳﾑ） ＮＨ　７０W　高力率１００Ｖ 箇所 0

9 安定器取替（高圧ﾅﾄﾘｳﾑ） ＮＨ　１１０W　高力率１００Ｖ 箇所 0

10 安定器取替（高圧ﾅﾄﾘｳﾑ） ＮＨ　１８０W　高力率１００Ｖ 箇所 0

11 安定器取替（高圧ﾅﾄﾘｳﾑ） ＮＨ　７０W　高力率２００Ｖ 箇所 0

12 安定器取替（高圧ﾅﾄﾘｳﾑ） ＮＨ　１１０W　高力率２００Ｖ 箇所 0

13 安定器取替（高圧ﾅﾄﾘｳﾑ） ＮＨ　１８０W　高力率２００Ｖ 箇所 0

14 安定器取替（高圧ﾅﾄﾘｳﾑ） ＮＨ　２２０W　高力率２００Ｖ 箇所 0

15 安定器取替（ｾﾗﾐｯｸﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞ） CMF　１１０Ｗ　高力率２００Ｖ 箇所 0

16 安定器取替（ｾﾗﾐｯｸﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞ） CMF　１５０Ｗ　高力率２００Ｖ 箇所 0

17 安定器取替（ｾﾗﾐｯｸﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞ） CMF　１８０・１９０Ｗ　高力率２００Ｖ 箇所 0

18 高圧ﾅﾄﾘｳﾑﾗﾝﾌﾟ取替　安定器取替 ＮＨ　７０Wランプ　安定器　高力率１００Ｖ 箇所 0

19 高圧ﾅﾄﾘｳﾑﾗﾝﾌﾟ取替　安定器取替 ＮＨ　１１０W　（長寿命型）　安定器　高力率１００Ｖ 箇所 0

20 高圧ﾅﾄﾘｳﾑﾗﾝﾌﾟ取替　安定器取替 ＮＨ　１８０W　（長寿命型）　安定器　高力率１００Ｖ 箇所 0

21 高圧ﾅﾄﾘｳﾑﾗﾝﾌﾟ取替　安定器取替 ＮＨ　１１０W　（長寿命型）　安定器　高力率２００Ｖ 箇所 0

22 高圧ﾅﾄﾘｳﾑﾗﾝﾌﾟ取替　安定器取替 ＮＨ　１８０W　（長寿命型）　安定器　高力率２００Ｖ 箇所 0

23 高圧ﾅﾄﾘｳﾑﾗﾝﾌﾟ取替　安定器取替 ＮＨ　２２０W　（長寿命型）　安定器　高力率２００Ｖ 箇所 0

24 ｾﾗﾐｯｸﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ取替　安定器取替 CMF　１１０Ｗ　安定器　高力率２００Ｖ 箇所 0

25 ｾﾗﾐｯｸﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ取替　安定器取替 CMF　１５０Ｗ　安定器　高力率２００Ｖ 箇所 0

26 ｾﾗﾐｯｸﾒﾀﾙﾊﾗｲﾄﾞﾗﾝﾌﾟ取替　安定器取替 CMF　１８０・１９０Ｗ　安定器　高力率２００Ｖ 箇所 0

27 蛍光ランプ取替 FLR－４０ 箇所 0

28 蛍光ランプ取替 FLR－１１０ 箇所 0

29 蛍光ランプ取替 FHP４５ 箇所 0

30 LEDライトバルブ HF100W相当 電源装置含む 箇所 0

31 LEDライトバルブ HF200W相当 電源装置含む 箇所 0

32 LEDライトバルブ HF250W相当 電源装置含む 箇所 0

33 LEDランプ LDL40　L型ピン口金 箇所 0

34 LED照明器具更新 NX35W相当LEDトンネル照明器具更新（NX35撤去） 箇所 0

35 LED照明器具更新 NX55W相当LEDトンネル照明器具更新（NX55撤去） 箇所 0

36 LED照明器具更新 NX90W相当LEDトンネル照明器具更新（NX90撤去） 箇所 0

37 自動点滅器取替 １００Ｖ／３Ａ 箇所 0

38 自動点滅器取替 ２００Ｖ／１０Ａ 箇所 0

39 ポール内ボックス取替 小型1灯用　ＭＣＢ2Ｐ　送り端子台付　ＳＢ-502Ｌ相当 箇所 0

40 安全ブレーカ取替 １１０Ｖ／２２０Ｖ　２Ｐ２Ｅ 箇所 0

41 引込線移設 8m㎡×2C 径間 0

42 街路灯撤去・取付 共架式アーム型（再利用あり） 箇所 0

43 街路灯撤去・取付 共架式アーム型（再利用なし）　灯具・アーム支給 箇所 0

44 街路灯撤去 共架式アーム型（再利用あり） 箇所 0

45 街路灯撤去 共架式アーム型（再利用なし） 箇所 0

46 街路灯取付 共架式アーム型　灯具・アーム支給 箇所 0

47 街路灯取付 共架式アーム型（ｱｰﾑ600型） 箇所 0

48 街路灯取付 共架式アーム型（ｱｰﾑ1200型） 箇所 0

49 街路灯撤去・取付 共架式アーム型照明器具のみ（再利用あり） 箇所 0

50 街路灯撤去・取付 共架式アーム型照明器具のみ（再利用なし）灯具支給 箇所 0

51 街路灯撤去 共架式アーム型照明器具のみ（再利用あり） 箇所 0

52 街路灯撤去 共架式アーム型照明器具のみ（再利用なし） 箇所 0

53 街路灯取付 共架式アーム型照明器具のみ　灯具支給 箇所 0

54 街路灯取付 共架式アーム型照明器具のみ 箇所 0

55 街路灯撤去・取付 共架式アームレス型（再利用あり　高所不使用） 箇所 0

56 街路灯撤去・取付 共架式アームレス型（再利用あり　高所使用） 箇所 0

57 街路灯撤去・取付 共架式アームレス型（再利用なし　高所不使用）灯具支給 箇所 0

58 街路灯撤去・取付 共架式アームレス型（再利用なし　高所使用）灯具支給 箇所 0

59 街路灯撤去 共架式アームレス型（再利用あり　高所不使用） 箇所 0

60 街路灯撤去 共架式アームレス型（再利用あり　高所使用） 箇所 0

61 街路灯撤去 共架式アームレス型（再利用なし　高所不使用） 箇所 0

62 街路灯撤去 共架式アームレス型（再利用なし　高所使用） 箇所 0

63 街路灯取付 共架式アームレス型（高所不使用）灯具支給 箇所 0

64 街路灯取付 共架式アームレス型（高所使用）灯具支給 箇所 0

65 街路灯取付 共架式アームレス型（ｱｰﾑﾚｽ40型　高所不使用） 箇所 0

66 街路灯取付 共架式アームレス型（ｱｰﾑﾚｽ40型　高所使用） 箇所 0

67 街路灯取付 共架式アームレス型（ｱｰﾑﾚｽ60型　高所不使用） 箇所 0

68 街路灯取付 共架式アームレス型（ｱｰﾑﾚｽ60型　高所使用） 箇所 0

69 不点調査補修 高所作業車使用 箇所 0

70 不点調査補修 高所作業車不使用 箇所 0

令和６年度　市設街路灯修繕業務　業務実施数量集計表
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●●区▲▲地区市設街路灯修繕業務 No.2

単価No. 名　　　　称 型　　　　式 単　位 単　価 4・5月 6・7月 8・9月 10・11月 12・1月 2・3月 金　額 適　用

71 照明柱点検 打音検査・電圧確認・点検口蓋交換・氷塊撤去など軽微なもの 箇所 0

72 管理番号札取付 管理番号札取付・照明器具点検など高所作業 箇所 0

73 道路照明灯建柱 直線8ｍベース式350ｋｇ以下単独 本 0

74 道路照明灯建柱 直線10ｍベース式350ｋｇ以下単独 本 0

75 道路照明灯建柱 直線12ｍベース式350ｋｇ以下単独 本 0

76 道路照明灯建柱 2灯用アーム8ｍベース式350ｋｇ以下単独 本 0

77 道路照明灯建柱 2灯用アーム10ｍベース式350ｋｇ以下単独 本 0

78 道路照明灯建柱 2灯用アーム12ｍベース式350ｋｇ以下単独 本 0

79 道路照明灯建柱 350ｋｇ以下　材料支給 本 0

80 道路照明灯撤去 350ｋｇ以下（再利用あり） 本 0

81 道路照明灯撤去 350ｋｇ以下（再利用なし） 本 0

82 道路照明灯撤去・建柱 350ｋｇ以下（再利用あり） 本 0

83 道路照明灯撤去・建柱 350ｋｇ以下（再利用なし）材料支給 本 0

84 コンクリート柱建柱 8ｍ 本 0

85 コンクリート柱撤去 8ｍ（再利用あり） 本 0

86 コンクリート柱撤去 8ｍ（再利用なし） 本 0

87 コンクリート柱撤去・建柱 8ｍ（再利用あり） 本 0

88 コンクリート柱撤去・建柱 8ｍ（再利用なし） 本 0

89 コンクリート柱建柱 10ｍ 本 0

90 コンクリート柱撤去 10ｍ（再利用あり） 本 0

91 コンクリート柱撤去 10ｍ（再利用なし） 本 0

92 コンクリート柱撤去・建柱 10ｍ（再利用あり） 本 0

93 コンクリート柱撤去・建柱 10ｍ（再利用なし） 本 0

94 コンクリート柱建柱 12ｍ 本 0

95 コンクリート柱撤去 12ｍ（再利用あり） 本 0

96 コンクリート柱撤去 12ｍ（再利用なし） 本 0

97 コンクリート柱撤去・建柱 12ｍ（再利用あり） 本 0

98 コンクリート柱撤去・建柱 12ｍ（再利用なし） 本 0

99 道路照明灯照明器具取付 材料支給 台 0

100 道路照明灯照明器具取付 KCE050-2　架空給電 台 0

101 道路照明灯照明器具取付 KCE050-2　地下給電 台 0

102 道路照明灯照明器具取付 KCE070-2　架空給電 台 0

103 道路照明灯照明器具取付 KCE070-2　地下給電 台 0

104 道路照明灯照明器具取付 KCE100-2　架空給電 台 0

105 道路照明灯照明器具取付 KCE100-2　地下給電 台 0

106 道路照明灯照明器具撤去 再利用あり 台 0

107 道路照明灯照明器具撤去 再利用なし 台 0

108 道路照明灯照明器具撤去・設置 再利用あり 台 0

109 道路照明灯照明器具撤去・設置 再利用なし　材料支給 台 0

110 基礎ブロック設置 500□×1500　接地工事含む 基 0

111 基礎ブロック設置 500□×1700　接地工事含む 基 0

112 基礎ブロック設置 500□×1900　接地工事含む 基 0

113 基礎ブロック設置 500□×2100　接地工事含む 基 0

114 基礎ブロック設置 ヒューム管内径450φ　接地工事含む　基礎支給 基 0

115 基礎ブロック撤去 500□×1500 基 0

116 基礎ブロック撤去 500□×1700・1900・2100・ヒューム管内径450φ 基 0

117 土工（基礎ブロック設置） 500□×1500　舗装復旧含む 箇所 0

118 土工（基礎ブロック設置） 500□×1700　舗装復旧含む 箇所 0

119 土工（基礎ブロック設置） 500□×1900・ヒューム管内径450φ　舗装復旧含む 箇所 0

120 土工（基礎ブロック設置） 500□×2100　舗装復旧含む 箇所 0

121 土工（基礎ブロック撤去） 500□×1500　舗装復旧含む 箇所 0

122 土工（基礎ブロック撤去） 500□×1700　舗装復旧含む 箇所 0

123 土工（基礎ブロック撤去） 500□×1900・ヒューム管内径450φ　舗装復旧含む 箇所 0

124 土工（基礎ブロック撤去） 500□×2100　舗装復旧含む 箇所 0

125 土工（基礎ブロック撤去・設置） ヒューム管内径450φ・500□×1500　※同位置更新 箇所 0

126 土工（基礎ブロック撤去・設置） ヒューム管内径450φ・500□×1700　※同位置更新 箇所 0

127 土工（基礎ブロック撤去・設置） ヒューム管内径450φ・500□×1900　※同位置更新 箇所 0

128 土工（基礎ブロック撤去・設置） ヒューム管内径450φ・500□×2100　※同位置更新 箇所 0

129 抱柱型分電盤取付 分電盤支給 面 0

130 抱柱型分電盤撤去 再使用なし 面 0

131 自立型分電盤取付 分電盤支給 面 0

132 自立型分電盤撤去 再使用なし 面 0

133 建設副産物処理 産廃灯具（安定器除く）1ｔ当り ｔ 0 産廃灯具、安定器、蛍光管類

134 建設副産物処理 安定器1ｔ当り ｔ 0 産廃灯具、安定器、蛍光管類

135 建設副産物処理 蛍光管類1ｔ当り ｔ 0 産廃灯具、安定器、蛍光管類

136 建設副産物処理 木くず1ｔ当り ｔ 0 産廃灯具、安定器、蛍光管類

137 建設副産物処理 コンクリート1ｔ当り ｔ 0 産廃灯具、安定器、蛍光管類

138 現場発生品運搬 2.0ｋｍ以下、2ｔトラック使用、2.0ｔ以下、1回当り 回 0

139 現場発生品運搬 5.0ｋｍ以下、2ｔトラック使用、2.0ｔ以下、1回当り 回 0

140 現場発生品運搬 9.0ｋｍ以下、2ｔトラック使用、2.0ｔ以下、1回当り 回 0
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●●区▲▲地区市設街路灯修繕業務 No.3

単価No. 名　　　　称 型　　　　式 単　位 単　価 4・5月 6・7月 8・9月 10・11月 12・1月 2・3月 金　額 適　用

141 現場発生品運搬 14.0ｋｍ以下、2ｔトラック使用、2.0ｔ以下、1回当り 回 0

142 現場発生品運搬 20.0ｋｍ以下、2ｔトラック使用、2.0ｔ以下、1回当り 回 0

143 現場発生品運搬 27.0ｋｍ以下、2ｔトラック使用、2.0ｔ以下、1回当り 回 0

144 アスファルト殻運搬 2.5ｋｍ以下、舗装版破砕人力積込、1 当り 0

145 アスファルト殻運搬 6.5ｋｍ以下、舗装版破砕人力積込、1 当り 0

146 アスファルト殻運搬 11.0ｋｍ以下、舗装版破砕人力積込、1 当り 0

147 アスファルト殻運搬 15.0ｋｍ以下、舗装版破砕人力積込、1 当り 0

148 アスファルト殻運搬 24.0ｋｍ以下、舗装版破砕人力積込、1 当り 0

149 コンクリート殻運搬 1.6ｋｍ以下、無筋、機械積込、1 当り 0

150 コンクリート殻運搬 5.7ｋｍ以下、無筋、機械積込、1 当り 0

151 コンクリート殻運搬 10.9ｋｍ以下、無筋、機械積込、1 当り 0

152 コンクリート殻運搬 14.4ｋｍ以下、無筋、機械積込、1 当り 0

153 コンクリート殻運搬 23.2ｋｍ以下、無筋、機械積込、1 当り 0

154 交通誘導警備員 認定路線　路肩規制・車線規制 日 0

155 交通誘導警備員 認定路線　路肩規制・車線規制・片側交互通行規制 日 0

156 交通誘導警備員 認定路線　片側交互通行規制 日 0

157 交通誘導警備員 認定路線外　路肩規制・車線規制 日 0

158 交通誘導警備員 認定路線外　路肩規制・車線規制・片側交互通行規制 日 0

159 交通誘導警備員 認定路線外　片側交互通行規制 日 0

160 緊急対応費 高所　器具撤去等　昼間　回/半日 回 0

161 緊急対応費 高所　器具撤去等　夜間　回/半日 回 0

162 緊急対応費 ４ｔユニック　単独柱撤去等　昼間　回/半日 回 0

163 緊急対応費 ４ｔユニック　単独柱撤去等　夜間　回/半日 回 0

164 建設副産物処理 アスファルト殻　1ｔ当り 回 0
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街路灯修繕業務（様式１１） 

役務－第９号様式　完了届

住 所

商号又は名称

職 ・ 氏 名 印

備考　札幌市競争入札参加資格者（物品・役務）は、電子メールによる提出（押印不要）を
　　可とする。送信先等の提出方法は札幌市の指示に従うこと。

受付 印

職

職

（　以 下 、札 幌 市 使 用 欄　）

完　了　届

令和　　年　　月　　日

札幌市長　秋 元　克 広　様

名　称

完 了 を 確 認 し た 職 員令和　　年　　月　　日

　令和　　年　　月　　日上記のとおり完了届の提出があったので，この役務の履行検査に係る検
査員及び立会人については次の者に命じ、令和　　年　　月　　日に検査を実施してよろしいか。

検査員

立会人

氏　名

氏　名

上記役務は，令和　　年　　月　　日に完了したのでお届けします。

（なお，完了した役務の内容は，作業日誌等にて逐次報告したとおりです。）

課　長 係　長 係
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街路灯修繕業務（様式１２） 

灯1 灯2 灯3 灯4 灯5

発行回数 支店 ブロック 住所ｺｰﾄﾞ 街区番号 契約No 枝番号 種別

修繕履歴

引込方法 架空

修繕年月 修繕業者名

街路灯番号

作成日付

住所

担当者

ポール種類

内容２

不点

共架

内容１

路線名

住宅地図番号

不点項目

修繕内容

コメント

アームレス 北電柱

修繕業者TEL

灯種類

ワット数

電柱番号

設置者

メーカー

修繕業者名

修繕発注書

○○区　土木部維持管理課

需要家番号

設置年月日

位置図
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街路灯修繕業務－市内部様式（様式４-１） 

部長 課長 係長 係 

下記により、材料を支給してよろしいか伺います。 

支給番号  号 

令和  年  月  日 

材 料 支 給 通 知 書 
           様 

札幌市長 秋 元 克 広 

(○区土木部維持管理課) 

下記により、材料を支給しますので、札幌市街路灯修繕業務仕様書に基づき保

管、管理を行ってください。 

支給対象業務名 ●●区▲▲地区市設街路灯修繕業務 

支 給 予 定 日 令和  年  月  日 

名称 型番 数量 支給場所 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

材 料 支 給 受 領 書 
令和  年  月  日 

札幌市長       様 

住    所 

受託者 商号又は名称 

代表者氏名             

令和  年  月  日付支給番号  号により支給のありました材料について

受領いたしました。 
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街路灯修繕業務－市内部様式（様式１３） 

土木部長 維持管理課長 管理係長 

業 務 履 行 検 査 報 告 書 
令和  年  月  日 

検査員 ○○係長 ○○職員          

立会人      ○○職員          

次のとおり、検査をいたしましたので報告します。 

名 称 ●●区▲▲地区市設街路灯修繕業務 

契約の相手方 

単 価 契 約 契 約 書 の 単 価 内 訳 書 の と お り 

検査対象金額 ○、○月分               円 

契 約 年 月 日 令和  年  月  日 

履 行 期 間 

( 約 定 期 間 ) 
令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 

実 施 期 間 

(検査対象期間) 
令和  年  月  日 から 令和  年  月  日 

検 査 年 月 日 令和  年  月  日 

検 査 の 結 果  

備 考  
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【別記】 

個人情報の取扱いに関する特記事項 

（工事・当初から個人情報の取扱いを委託しない設計等・道路維持除雪用） 

 （個人情報の保護に関する法令等の遵守） 

第１条 受託者は、本業務を履行するに当たって個人情報を取扱うこととなった場合は、「個

人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）、

個人情報保護委員会が定める「個人情報の保護に関する法律についての事務対応ガイド

（行政機関等向け）」（以下「事務対応ガイド」という。）、「札幌市情報セキュリティポリシ

ー」等に基づき、この個人情報の取扱いに関する特記事項（以下「特記事項」という。）を

遵守しなければならない。 

 （管理体制の整備） 

第２条 受託者は、個人情報（個人情報保護法第２条第１項に規定する個人情報をいう。以

下同じ。）の安全管理について、内部における管理体制を構築し、その体制を維持しなけれ

ばならない。 

 （管理責任者及び従業者） 

第３条 受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を定め、書面（様式 14）

（当該書面に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）により委託者に報

告しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を変更する場合の手続を定め

なければならない。 

３ 受託者は、保護管理者を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認

を得なければならない。 

４ 受託者は、従業者を変更する場合は、事前に書面により委託者に報告しなければならな

い。 

５ 保護管理者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう従業者を監督しなければな

らない。 

６ 従業者は、保護管理者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならない。 

 （取扱区域の特定） 

第４条 受託者は、個人情報を取り扱う場所（以下「取扱区域」という。）を定め、書面によ

り委託者に報告しなければならない。 

２ 受託者は、取扱区域を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認を

得なければならない。 

３ 受託者は、委託者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所か

ら持ち出してはならない。 
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 （守秘義務） 

第５条 受託者は、業務の履行に伴い直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏らして

はならない。 

２ 受託者は、その使用する者がこの契約に係る事務を処理するに当たって知り得た個人情

報を他に漏らさないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とする。 

（再委託） 

第６条 受託者が、業務のうち、個人情報の取扱いに係る再委託をする場合には、あらかじ

め委託者に書面により申請し、委託者から承諾を得なければならない。 

２ 受託者は、前項の申請をする場合には、委託者に対して次の事項を明確に記載した書面

を提出しなければならない。 

 (1) 再委託先の名称 

 (2) 再委託する理由 

 (3) 再委託して処理する内容 

 (4) 再委託先において取り扱う情報 

 (5) 再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策 

 (6) 再委託先に対する管理及び監督の方法 

３ 委託者が第１項の規定による申請に承諾した場合には、受託者は、再委託先に対して本

契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、委託者に対して再委託先の全ての行為及

びその結果について責任を負うものとする。 

４ 委託者が第１項及び第２項の規定により、受託者に対して個人情報の取扱いに係る再委

託を承諾した場合には、受託者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及

び監督の手続及び方法について具体的に規定しなければならない。 

５ 前項に規定する場合において、受託者は、再委託先の履行状況を管理・監督するととも

に、委託者の求めに応じて、その管理・監督の状況を適宜報告しなければならない。 

  （派遣労働者等の利用時の措置） 

第７条 受託者は、業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場

合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受託者は、委託者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責

任を負うものとする。 

 （個人情報の管理） 

第８条 受託者は、業務において利用する個人情報を保持している間は、事務対応ガイドに

定める各種の安全管理措置を遵守するとともに、次の各号の定めるところにより、当該個

人情報の管理を行わなければならない。 

 (1) 個人情報を取り扱う事務、個人情報の範囲及び同事務に従事する従業者を明確化する

こと。 

 (2) 組織体制の整備、取扱状況を確認する手段の整備、情報漏えい等事案に対応する体制

の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを行うこと。 

 (3) 従業者の監督を行うこと。 
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 (4) 個人情報を取り扱う区域の管理、機器及び電子媒体等の盗難等の防止、電子媒体等の

取扱いにおける漏えい等の防止、個人情報の削除並びに機器及び電子媒体等の廃棄を行

うこと。 

 (5) アクセス制御、アクセス者の識別と認証、外部からの不正アクセス等の防止及び情報

漏えい等の防止を行うこと。 

 （提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第９条 受託者は、業務において利用する個人情報について、業務以外の目的で利用し、又

は第三者へ提供してはならない。 

 （受渡し） 

第１０条 受託者は、委託者と受託者との間の個人情報を含む書類等の受渡しを行う場合に

は、委託者が指定する方法による受渡し確認を行うものとする。 

 （個人情報の返還、消去又は廃棄） 

第１１条 受託者は、業務の終了時に、業務において利用する個人情報について、委託者の

指定した方法により、返還、消去又は廃棄しなければならない。 

２ 受託者は、業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、事前に消去又は

廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予定日を書面に

より委託者に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 受託者は、個人情報の消去又は廃棄に際し委託者から立会いを求められた場合は、これ

に応じなければならない。 

４ 受託者は、前３項の規定により個人情報を廃棄する場合には、当該個人情報が記録され

た電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措

置を講じなければならない。 

５ 受託者は、個人情報を消去し、又は廃棄した場合には、委託者に対してその日時、担当

者名及び消去又は廃棄の内容を記録した書面で報告しなければならない。 

 （定期報告及び緊急時報告） 

第１２条 受託者は、委託者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合

は、直ちに報告（様式15）しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなければ

ならない。 

 （監査及び調査） 

第１３条 委託者は、業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基づき必要な

措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受託者及び再委託者に対して、実

地の監査又は調査を行うことができる。 

２ 委託者は、前項の目的を達するため、受託者に対して必要な情報を求め、又は業務の処

理に関して必要な指示をすることができる。 

 （事故時の対応） 

第１４条 受託者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故（個人情報保護法違反又はその

おそれのある事案を含む。）が発生した場合は、その事故の発生に係る帰責の有無にかかわ
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らず、直ちに委託者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、

発生状況等を書面により報告し、委託者の指示に従わなければならない。 

２ 受託者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、委託者その他の関係者と

の連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するた

めに、緊急時対応計画を定めなければならない。 

３ 委託者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該

事故に関する情報を公表することができる。 

 （契約解除） 

第１５条 委託者は、受託者が特記事項に定める業務を履行しない場合は、特記事項に関連

する業務の全部又は一部を解除することができる。 

２ 受託者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、委託者に

対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

 （損害賠償） 

第１６条 受託者の責めに帰すべき事由により、特記事項に定める義務を履行しないことに

よって委託者に対する損害を発生させた場合は、受託者は、委託者に対して、その損害を

賠償しなければならない。  
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【様式１４】 

個人情報の取扱いに係る安全管理措置実施申出書 

（工事・当初から個人情報の取扱いを委託しない設計等・道路維持除雪用） 

令和  年  月  日   

（会社名等）                  

（代表者氏名）                  

工事等名称：                                    

個人情報取扱事務について下記のとおり安全管理措置を実施することを申し出ます。 

記 

１ 個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順の策定 

  貴社の策定した個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順等をご記入くだ

さい。併せて、当該規程をご提出ください。 

  基本方針、規程及び取扱手順等を策定していない場合は、下記の記載欄に「契約書の特

記事項を遵守する」旨の宣誓をしてください。下記に当てはまるものの□欄にチェックを

してください。 

  □ 個人情報の取扱いに関する基本方針等を提出 

  □ 契約書の特記事項を遵守することを宣誓します 

２ 個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者の設置 

  個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者を記入してください。上記１

により提出した基本方針等に記載がある場合は不要です。なお、付箋等で該当箇所をご教

示願います。 

 （総括保護管理者）            

 （保護管理者）              

  □基本方針等に記載がある（該当する場合は□欄にチェック） 

３ 従業者の指定及び監督 

 (1) 当該案件に従事する従業者を記載してください。※該当する□欄にチェック 

  □ 従事者名簿 

所 属 役 職 氏 名 秘密保持誓約

□誓約書を徴した

□誓約書を徴した

□誓約書を徴した

□誓約書を徴した

 ※上記名簿が足りない場合は、同様の様式で別途作成し提出してください。 

 ※下記３(2)において個人情報秘密保持誓約した場合は、秘密保持誓約欄の□欄にチェックしてください。 
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(2) 従業者の秘密保持に関する事項が明記されている書類をご提出ください。該当する書

類がない場合は、本案件に該当する各従業者から、当該案件において知り得た個人情報

についてその秘密を保持する旨の誓約書を徴し、上記３(1)従事者名簿に徴したことを

記載してください。下記に当てはまるものの□欄にチェックをしてください。 

  □ 秘密保持に関する事項が明記されている書類を提出 

  □ 従事者名簿にて誓約書を徴したことを記載 

４ 管理区域の設定及び安全管理措置の実施 

  設定した管理区域の名称（事務所名等）についてご記入ください。また、当該区域の施

錠装置の有無について、当てはまるものの□欄にチェックをしてください。施錠装置が無

い場合は、代替となる安全管理措置についてその他欄にご記入ください。 

 ・管理区域の名称                              

   施錠装置  □ 有り  □ 無し 

その他（                            ） 

５ セキュリティ強化のための管理策 

  文書・電子媒体等について、その管理策で当てはまるものの□欄にチェックをしてくだ

さい。その他の策を実施している場合は、具体的な策をご記入ください。 

  □ 取り扱うことができる従業者を定めている。 

  □ セキュリティ対策ソフトウェア等を導入している。 

  □ 施錠できる耐火金庫等に保管している。 

  □ 電子データを保存する時は、暗号化又はパスワードを設定している。 

  □ その他 

   ※具体的な策を以下にご記入ください。 

６ 事件・事故における報告連絡体制 

  当該業務に関して、個人情報の漏洩、滅失又は毀損等の事件や事故が発生した場合の本

市への連絡を行う責任者の氏名を記入してください。連絡責任者は、総括保護管理者又は

保護管理者と同一の者でも構いません。 

 （連絡責任者）            

７ 情報資産を持ち運ぶ際の保護体制 

  情報資産を持ち運ぶ際の保護体制についてご記入ください。貴社の保護体制が各項目の

内容に合致している場合は、□欄にチェックをしてください。なお、その他の対策を実施

している場合は、対策をご記入ください。 

  □ 情報資産を持ち運ぶ場合は、施錠した搬送容器等を使用している。 

  □ 複数人で持ち運ぶこととしている。 

  □ その他の盗難及び紛失対策を実施している。 

   ※対策を以下にご記入ください。 
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【様式１５】 

個人情報取扱状況報告書 

（工事・当初から個人情報の取扱いを委託しない設計等・道路維持除雪用） 

年  月  日   

  札幌市長        様 

                     住 所 

                     会社名 

                     代表者名              

個人情報の取扱いに関する特記事項に基づき実施している安全管理対策の実施状況につ

いて下記のとおり報告いたします。 

記 

受託業務名  

受託期間  

対象期間  

安全管理対策の実施状況 

１ 当該業務において、標記特記事項に従い、安全管理対策を適切に実施しています。

また、個人情報の取扱いに係る安全管理措置実施申出書（工事・当初から個人情報の

取扱いを委託しない設計等・道路維持除雪用）の提出時点からの変更有無等について、

以下のとおり報告いたします。 

(1) 従業者の指定等（変更なし・変更あり） 

(2) 管理区域の設定及び安全管理措置の実施（変更なし・変更あり） 

(3) セキュリティ強化のための管理策（変更なし・変更あり） 

(4) 事件・事故における報告連絡体制（変更なし・変更あり） 

  〇（発生した場合）事件・事故の状況： 

(5) 情報資産を持ち運ぶ際の保護体制（変更なし・変更あり） 

  〇（実績ある場合）概要： 

(6) その他個人情報の取扱いに係る安全管理措置実施申出書からの変更（なし・あり）

２ その他特記事項等 


